
米国との競争時代に入った中国の
「弱み」
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国際

日本総合研究所理事　呉軍華

　昨年から今年にかけて、米トランプ政権は国家安全保障戦略、
国防戦略などを相次いで発表、中国を現状変更勢力と位置づけ、
対抗姿勢を強めている。習近平国家主席のもとで一極化が進む中
国は、経済や軍事、先端技術などの分野で着々と力をつけ、挑戦
の機をうかがう。本格的な競争時代に入った米中関係は今後どう
なるのか。日本総合研究所の呉軍華理事に聞いた。（聞き手・読
売新聞メディア局編集部次長　田口栄一）

党と政府が一体化
――中国の国会にあたる全国人民代表大会（全人代）が３月５日に
開幕した。議題の中で、国家主席の任期を「２期１０年」までに制
限した規定を削除する憲法改正が注目されている。これはどんな意
味があるのか。

　「正式に発表されると少しの驚きはあるが、ほとんどの人は遅か
れ早かれこういうものが来ると予想していただろう。私は、この一
点だけを見るのではなく、他の点と合わせて考えるべきだと思う。

　今回２１か所の改正が提案されたが、注目される点の一つ目は中
国共産党の指導が中国の特色ある社会主義の特徴であることが憲法
本文の中でうたわれたこと。もう一つは国家主席の任期制限の撤
廃、それと合わせて習近平氏の思想が盛り込まれたこと。それか
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ら、汚職の取り締まりにあたる国家監察委員会の新設だ。これは国
務院や最高人民法院（最高裁）、最高人民検察院（最高検）と並ん
で国の最高機関の一つになる。

　毛沢東の死後に最高実力者となったトウ小平（トウは登に、おお
ざと）の政治的な遺産は二つある。一つは国家主席をはじめに国家
レベルのほとんどの職務に任期制を導入したこと、もう一つは党と
政府を分ける党・政分離を改革の方向として打ち出したことだ。前
者はこれまでしっかりと守られてきており、後者も１９８０年代に
ある程度進んだ。１９９０年代に入ってから、とくにその半ば以
降、その区分があいまいになり、『看板は党と政府の二つを掲げて
も実際は同じ役所』の状態になった。今回、それが一歩進んで党・
政の一体化が名実ともに大きく進むと見込まれる」

――党・政一体となった中国が目指すところは？

　二つのことが考えられる。一つは権力を一層集中することであ
り、もう一つは行政コストを抑えることである。過去５年余り、習
指導部は反腐敗をテコに中央と省のハイレベルの機関と軍を中心に
権力基盤を固めてきた。その主役は党の規律委員会であった。今度
新設される監察委員会は、これまでに規律委員会が共産党内でやっ
てきた汚職などの取り締まりを末端の政府機関や企業の非共産党員
を含むすべての人を対象に広げる。今回の全人代を通じて権力の集
中を総仕上げすることになるわけだ」

次のページ 「一極」となった習氏　＞＞
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国際

日本総合研究所理事　呉軍華

「一極」となった習氏

――昨年秋の第１９回党
大会から今回の全人代ま
での間に、習氏への権力
の集中がさらに進み、も
はや「一強」ではなく
「一極」との声も聞こえ
てきている。

　「まさしくその通り
だ。党の最高指導部である政治局常務委員会には習氏も含め７人の
委員がいるが、一強と言われた時は、習氏の後に一歩か二歩下がっ
て他の６人がくっついて出てきた。それが一極の時代になると、習
氏が出てきて席に着いてから後の人が出てくる。一強の時はまだ他
の人も視野に入ってきたが、今は一人だけしか目に入らない。

　どれだけ高い能力を持っているかはともかくとして、習氏は責任
感が強くガッツは断然あると思う。中国語では、『不信邪』という
言葉がある。過去のしがらみがなく、怖さを知らず、わが道を行こう
とする若い人の行動の特徴を表す時によく使うが、過去５年来の習
近平指導部を理解するに当たってのキーワードの一つとしてあげた
い。

　習氏がここまで権力の集中を達成できた背景にいろいろの原因が
あるが、反腐敗はその内の最も重要な一つだ。腐敗に歯止めをかけ
ることはそもそも必要であり、政敵を倒す最高の武器にもなる。今
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習国家主席と「中国の夢は人民の夢」というスロー
ガンが描かれた看板の前を通り過ぎる人たち（Ａ
Ｐ）

の中国では、公職にあるほぼ全員が腐敗しているといわれる。たた
けばだれでもほこりが出てくる。要はたたくかどうかだ。結局、だ
れを、いつたたくのかを決めるパワーを強く持つほど、権力が強く
なる」

――今の体制を中国国民はどう見ているか。

　「表面的にはかなり静かだ。無関心が原因の一つだろう。とく
に、底辺の人たちはほとんど関心を持っていないと思う。関心があ
っても、怖くて何も言えない。あるいは、言う勇気があっても公に
声を上げることが難しいのが原因の一つかもしれない。ネット上で
もいろいろなキーワードが監視の対象になっているようだ」

中国に対する見方に変化

――米国で中国に対する
見方が厳しくなったの
は、いつごろからか。

　「大きな転換点に差し
掛かったのは２０１５年
だった。米国には、中国
に対して厳しい態度で臨
む『ドラゴンスレイヤー
（龍を倒す人）』と中国
に優しい『パンダハガー
（パンダを抱く人）』と呼ばれる人たちがいる。多少の

う よ
紆余曲折が

あったものの、ニクソン政権以降の対中政策は基本的に『パンダハ
ガー』に主導されてきた。しかし、２０１５年、ジョージ・ワシン
トン大学のデイビッド・シャンボー教授、ジョンズ・ホプキンス大
学のデイビッド・ランプトン教授ら代表的な『パンダハガー』を含
め、中国への目線が極めて厳しくなり、米中関係が臨界点に差し掛
かったと公に主張しだした。
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　私はその時、冷戦ではなく『冷和』という言葉を使った。米ソ冷
戦の時代とは少し違う。かつての冷戦時代と違って、軍事力を伴う
直接的な対決の可能性がほぼないものの、米中が政治から経済、そ
して軍事に至るまでのあらゆる面で

しれつ
熾烈な競争を展開していくだろ

うという意味で、転換点を過ぎた米国と中国が冷和時代を迎えるの
ではないかとみた。本格的に熾烈な競争関係であるにもかかわらず、
なぜ『和』かというと、経済からグローバルな課題への対処まで米
中間で相互依存の部分があるからだ」

――昨年ぐらいから、中国が外国で影響力を行使する時の手法とし
て「シャープパワー」が使われるようになった。市場や投資などの
経済力や工作などを通じて、ある国の世論を操り、関係国の政策や
関係者の行動に影響力を与えようとするのだ。こうした手法はどう
やって生まれたのか。

　「今までは軍事力（ハードパワー）で対決するか、文化と価値観
（ソフトパワー）で勝負するか、だった。しかし近年、欧米では、
中国がどうも別のやり方で影響力を及ぼそうとしているのではない
かと気付く人が増えた。例えば、中国にあまりフレンドリーでない
ことを言うならば、ビザを出さない。これは中国を飯のタネにして
いる研究者などには致命的だ。米国が中国に同じレベルでやり返そ
うと思っても、限界がある。民主主義国家には、言論の自由や報道
の自由など様々な原則があるからだ。ドイツや豪州などでは、寄付
金などを通じた中国による政界への介入が問題になっている。

　やがて、このハードにもソフトにも属さないパワーをシャープパ
ワーと呼ぶようになってきた。中国が最初から計画的にやったわけ
ではないだろうが、効果がわかると使うようになったのではないか
と思う」
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ホワイトハウスで鉄鋼とアルミニウムに関税を課す
声明を掲げるトランプ米大統領。今回の輸入制限措
置で、中国は大きな影響を受けるとみられる（ロイ
ター）

国際

日本総合研究所理事　呉軍華

再び最先端の国に
――米国の中国に対する
見方が厳しくなる中、中
国の習近平国家主席は米
国をどう見ているのだろ
うか。

　「習氏はかつて米国に
ホームステイをしたこと
があるが、そのころと比
べると米国に対する見方
はだいぶ違っているでし
ょう。国家戦略の観点か
ら見ると、間違いなく米国をライバルだと思っている。中国はかつ
て最先端の国だった。今、最先端に立っているのは米国だ。いつか
はわからないが、再び中国が最先端に戻るのが目標だ。

　ただし、今、最先端にいる国と対決できる段階にあるのかという
と、それはまだだと考えているのではないかと思われる。国力の面
でまだそこまで行っていないと考えているのだろう」

――米トランプ政権は鉄鋼、アルミに高い関税をかけ、中国に「貿
易戦争」を仕掛けているようだが。
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北京のビル建設現場で作業をする人たち。中国経済
は表向き堅調だが、様々なアキレスけんを抱えてい
る（ＡＰ）

　「中国は表向き、怖くないと言っている。しかし、貿易戦争が勃
発すると『両方が敗れて傷を負う』、つまりどちらも敗者となる。
だから貿易戦争にはしない。このことは中国がまだ米国と対決する
時ではないと考えていることの裏返しでもある」

的を射たトランプ政権の政策

――なぜ、そう考えるの
か。

　「特に問題なのが経済
だ。今回の全人代の後に
は大規模な行政機関の再
編があるが、その後の最
大の課題は経済だと思
う。中国経済の様々な指
標は悪くないが、『黒い
白鳥（発生する確率は低
いが影響は大きいリスク）』や『灰色のサイ（発生する確率が高い
上に破壊力も大きいリスク）』がメディアをにぎわせている。全人
代前の大事な時期に、共産党政治局員の劉鶴氏を米国に派遣するほ
ど、経済を絡めて対米関係にかなり強い危機感を持っているよう
だ。

　昨年の国内総生産（ＧＤＰ）の成長率は６．９％で、そのうち
０．６％は外需が寄与した部分だ。前年の外需寄与分はマイナスだ
ったので、昨年の高い成長率は外需に支えられたことがわかる。外
需がなくなると、成長率は６％強になってしまう。しかも、地方政
府の経済統計の数値には水増しが次々と発覚している。

　また、中国政府はトランプ政権が進める税制改革（減税）にも強
い警戒感を持っている。中国が成長できたのは、政府や国有企業主
導で投資拡大に力を入れたからだ。これを可能にしたのは『豊かな
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政府』だった。米国が減税をした時に中国が追随しなければ、資金
が米国の方に流れていく。逆に米国の歩調に合わせて減税すると、
財政が厳しくなる。いずれの場合でも、中国モデルが成り立たなく
なってしまう恐れがある。

　面白いのは、トランプ大統領が中国を意識してこういうことをし
たのではなく、直感でやっていることだ。結果的に的を射ている。
だから、米国の内政問題にもかかわらず、人民日報は一生懸命、減税
に反対している。人権問題を言われた方が中国としてはくみしやす
い。国情や文化が違う、あなたに言われる筋合いはない、と言って
終わりだ」

「ツキジデスの罠」に陥る可能性は？
――台頭する新興国と従来の覇権国の間で緊張が高まり、やがて衝
突が起きるという「ツキジデスの

わな
罠」に、米国と中国が陥る可能性

をどう見るか。

　「短期的には米中衝突の可能性はほとんどない。まだ、挑戦する
時ではないと中国がわかっているからだ。経済などの面で力が均衡
してくる中期が一番危ない。

　逆に長期的には衝突の可能性は低くなる。今のような一極体制は
時間がたてば、いろいろな問題が出てくるだろう。少なくとも現時
点においては、絶対的な権力は絶対的に腐敗するという法則はまだ
生きているとみていいだろう」
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プロフィル

呉　軍華（ ご・ぐんか　Ｗｕ　Ｊｕｎｈｕａ ）

　日本総合研究所理事。１９８３年、中国・復旦大学卒。９０年、
東京大学大学院総合文化研究課博士課程修了。同年、日本総研入
社。香港駐在員事務所長、同社主席研究員などを経て２００６年よ
り現職。専門は中国の政治・経済、日中関係、米中関係。著書に
『中国　静かなる革命』（２００８年、日本経済新聞出版社）など
がある。

2018年03月10日 05時20分 Copyright © The Yomiuri Shimbun

9 / 9ページ




